
大牟田市動物園指定管理者

管理業務仕様書

大牟田市

令和８年８月



2

目 次

１． 施設の概要に関する事項

２． 業務の範囲に関する事項

３． 管理の基準に関する事項

４． 指定の期間

５． 物品の貸与及び管理に関する事項

６． 施設の経理に関する事項

７． 事業計画及び事業報告に関する事項

８． 管理責任者（以下「園長」）に関する事項

９． 施設の修繕に関する事項

１０．危険負担及び事故に伴う損害賠償に関する事項

１１．指定期間満了後の引継ぎに関する事項

１２．事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項

１３．指定取消後の措置に関する事項

１４．協定に関する事項

１５．その他業務を実施するにあたっての留意事項



3

大牟田市動物園指定管理者管理業務仕様書

指定管理者に関する管理運営の内容及び範囲は、募集要項のほか、本仕様書によるものとする。

１．施設の概要に関する事項

（１） 名称及び所在地

① 名 称 大牟田市動物園

② 所在地 大牟田市昭和町 163番地

（２） 建築物（敷地）の概要

① 動物園の面積 44,098㎡

② 建築物の概要

事務所、動物飼育舎、病院、売店、倉庫、便所、休息所等 41ヶ所

（３） 飼育動物の種類と数

38種 152点（令和 8年 4月 1日現在）

哺乳類：24種 91点 鳥類：8種 16点 爬虫類：6種 45点

（４） 動物園の運営理念等

動物に対する知識と愛護意識を深めるとともに、市民の憩いの場を提供することを目的とする。

（５） ワンヘルス啓発施設

本動物園は「福岡県ワンヘルス啓発施設 第２号」に認定されている施設である。

（６） 動物飼育施設の整備

指定期間中（令和９年度～令和１３年度）、開園しながら動物園整備基本計画に基づく、整

備を行う。

２．業務の範囲に関する事項

（１） 指定管理者が行う業務

大牟田市動物園条例（平成 17年条例第 30号。以下「条例」という。）第 16条に掲げる業務

① 条例第 3条第１項各号（第５号を除く。）に掲げる事業（動物の収集に関することを除く。）

の実施に関する業務

（ア） 教育的配慮の下に、動物を飼育し、展示すること

（イ） 動物に関する知識、動物愛護思想及び環境教育の普及啓発に関すること

（ウ） 動物とのふれあいの場の提供に関すること

（エ） 動物に関する調査研究に関すること

（オ） その他、動物園の設置目的達成のために必要な業務

② 条例第 6条に規定する動物園の入園の制限に関する業務

③ 動物園の維持及び修繕に関する業務

・動物園の清掃に関すること

・動物園の警備に関すること

・動物園の安全管理に関すること

・施設の修繕（1件あたり 30万円未満のもの。ただし、年間の総額が 350万円を超える場

合は市と協議するものとする。）

・動物園の設備等の保守点検に関すること
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・園内の植栽管理及び園外の敷地に接する法面の樹木剪定、除草に関すること

④ 大牟田市動物園サポーター事業の業務に関すること

⑤ 動物園への誘客に資する独自事業の提案及び実施並びに周知、広報に関する業務

⑥ ともだちや絵本美術館との連携に関すること

美術館と連携した企画イベント、教育普及活動及び広報を積極的に実施し、相乗効果に

よる魅力向上に努めること

⑦ ワンヘルスの啓発・活動に関すること

⑧ 次期指定管理者選定に関する現地説明会の参加者に対する施設の案内に関する業務

（２） 大牟田市が行う業務

① 施設の修繕、改修（1件当たり 30万円以上のもの）

② 災害の復旧

③ 行政財産の使用許可に関すること

３．管理の基準に関する事項

（１）開園時間及び休園日

開園時間及び休園日は、条例第 4条及び第 5条に基づき次のとおり運営すること。

① 開園時間

・3月 1日から 10月 31日までの期間 午前 9時 30分から午後 5時まで

・11月 1日から 2月末日までの期間 午前 9時 30分から午後 4時 30分まで

② 休園日

・毎月第 2及び第 4月曜日（その日が祝日の場合は翌日）

・12月 29日から翌年 1月 1日まで

（２）人員配置の基準

① 施設には管理責任者（園長）及び適切に管理運営するための職員を配置すること。

② 獣医師を配置すること。

③ 受付及び入園料徴収に従事する職員を配置すること。

④ 教育の普及のため、学芸員の配置に努めること。

（３）利用許可の基準

① 動物園の利用にあたっては、入園者の公平性を確保すること。

② 入園の制限については条例第 6条の定める範囲内とすること。

（４）業務の実施に関する詳細事項

「２ 業務の範囲に関する事項」に定めるもののほか、別途定める協定に基づき、事業を

実施すること。

（５）清掃、警備等に関する詳細事項

① 常に快適な施設を入園者に提供できるよう清掃業務を適切に行い、施設の環境維持に努

めること。

② 夜間の防犯対策を行うこと。

（６）安全管理に関する事項

① 不法行為等があった場合は適切な処理を行い、市及び関係機関に報告すること。

② 消防法に基づき消火設備の点検及び避難訓練を行うこと。

③ 設備等の保守点検を行い、安全管理に努めること。



5

④ 災害時や危険動物の脱出等の非常事態が発生した場合の緊急措置を定め、定期的に訓練

を行うこと。

（７）個人情報の取扱いに関する事項

個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に基づき、施設の管理運営上知

りえた個人情報を適切に保護しなければならない。その他詳細については別途協定で定める

ものとする。

（８）帳簿等の備置

① 管理運営業務に必要な帳簿や日報等の書類を作成し適正に管理すること。

② 動物の台帳管理を適切に行うこと。

③ 備品については、施設の運営に支障をきたさないよう、使用簿や管理簿を作成し適正に

管理すること。

（９）社会的に就労困難な方々への就労の場及び雇用の確保

指定管理者は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号）や母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号）などの主旨を踏まえ、「仕様書」に

定める業務の中で、現在、高齢者、障害者、並びに母子・父子・寡婦など社会的に就労困

難な方々で構成される団体等に委託している業務については、原則として、引き続きそれ

らの団体等に委託するものとする。

なお、特別な理由等によりそれらの団体等との契約が困難な場合は、理由書を提出する

ことにより、上記によらないことができるものとする。

（10）その他

関係法令・条例・規則を遵守し、適正な管理を行うこと。

４．指定の期間

令和 9年 4月 1日から令和 14年 3月 31日までの 5年間とする。

ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがある。

５．物品の貸与及び管理に関する事項

（１） 大牟田市が貸与する物品

大牟田市は協定締結時に定める動物及び備品を指定期間中無償で貸与する。なお、指定管

理者の故意又は過失により動物を死亡させ、又は貸与品を毀損滅失したときは、速やかに市

へ報告するとともに自己の費用により当該物と同等の価値及び機能を有するものを購入及

び賠償しなければならないこととする。

（２） 指定管理者が準備すべき物品

市が購入を予定している備品以外に必要となるものについては、指定管理者が購入又は調

達しなければならない。

６．施設の経理に関する事項

（１） 管理経費に関すること

① 動物園の利用料金は、指定管理者の収入として取り扱うものとする。指定管理者となった

法人等は大牟田市と利用料金額の設定に係る協議を行い、条例の範囲内で利用料金を決定

する。なお、施設の有効利用、利用促進、利便性の向上等を考慮し、事前に協議の上、利
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用料を減免することができることとする。

② 指定管理者が実施する自主事業等の収入は、指定管理者の収入とする。

③ 当初の利用料金見込額に比べ、大幅な減収となった場合においても特別の事情（自然災害

など指定管理者の責めによらないもの）を除き、当該年度の指定管理料の変更は行わない

ものとする。

（２） 管理経費の支払

指定管理料は、事業計画書において提示のあった金額を参考に、会計年度（4月 1日から

翌年 3月 31日まで）を基準として、予算の範囲内で四半期ごとに支払うものとする。

（３） 区分会計の独立と管理口座

指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規定を設けるとともに収入及

び経費については、団体自身の口座とは別の口座で管理すること。

（４） 収支状況の提出

指定期間内の単年度ごとに、施設の管理運営に係る経費の収支状況を作成し、毎年 4月末

までに提出すること。

提出書類は以下のとおりとする。

① 利用料金の収入実績

② 管理運営に係る経費の収支報告書

③ その他、経費の収支に関する市が必要と認める帳簿及び帳票類

（５） 自動販売機の設置

自動販売機は、施設の設置目的を達成させるために必要であり、かつ、施設の機能向上に

つながり、利用者の利便に資すると市が認める場合は、設置することができる。なお、自動

販売機の取扱いについては、次のとおりである。

① 指定管理者は事業計画書等に設置場所・内容・数量等を明記し、設置にあたっては市の承

諾を得ること。また、都市公園法（昭和 31年法律第 79号）第 5条第 1項による市の許可

についても必要となる。

② 売上収入は指定管理者の収入とし、電気料金は指定管理者が自動販売機設置業者と調整の

上支払うこと。

③ 売上収入及び設置に係る経費は、指定管理業務の収支報告に計上すること。

④ 自動販売機を撤去する際は、市の承認を得ること。

７．事業計画及び事業報告に関する事項

（１） 事業計画

翌年度の事業計画、収支予算については、前年度の 3月 10日までに作成して市に提出し、

承認を受けることとする。

（２） 月例報告書

下記の事項を記載した月毎の事業報告書を作成し、翌月 10日までに市に提出すること。

提出書類については、下記のとおりとする。

① 入園者数及び利用料金の収入実績

② サポーター制度の状況

③ 実施した各種事業内容

④ 施設・設備の管理状況
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⑤ 苦情処理及び業務の改善状況

⑥ その他市が指示する事項

（３） 事業報告書出

指定管理期間内の年度（4月～翌年 3月）ごとに翌年度 5月 10日までに、管理業務に係

る経費の収支状況などを掲載した事業報告書を市に提出すること。

（４） 業務改善

月例報告書に基づき、市と指定管理者との間で美術館指定管理者同席のもと、月 1回のミ

ーティングを行い、市は必要に応じ業務改善及び是正措置を行うこととする。

８．管理責任者（以下「園長」）に関する事項

（１） 園長の選任

指定管理者は、協定締結後直ちに園長を選任し、必要書類とともに市に届け出ること。

（２） 園長の職務

①施設の効率的、効果的な管理運営を安定して行うこと

②市との調整に関すること

③現場における従業員の指揮監督に関すること

④適切な管理・運営に資するため、職員の技術・マナーの向上に努めること

⑤事故・労働災害の防止に努めること

⑥各種報告書の提出

⑦その他指示事項に対する処置及び報告等

９．施設の修繕に関する事項

（１） 指定管理者の負担で行うべき事項

① 電球などの日常的な管理で必要となる部品や消耗品の購入

② 1件あたり 30万円（消費税及び地方消費税を含む）未満及び指定管理者の責めに帰すべ

き事由による施設及び設備の修繕

※年間の総額が 350万円を超える場合は市と協議するものとする。

（２） 市の負担で行うべき事項

①1件あたり 30万円（消費税及び地方消費税を含む）以上の施設及び設備の修繕

１０． 危険負担及び事故に伴う損害賠償に関する事項

事故、火災等による施設の損傷及び被災者に対する責任は、事案ごとの原因により判断するが、

第一次的責任は指定管理者が有するものとし、被害が最小限となるよう迅速かつ最善の対応をと

るとともに、直ちに市に報告しなければならないものとする。

本市では、現在、全国市長会の「市民総合賠償補償保険」に加入しており、本仕様書に定める

指定管理者が行う業務については、この保険の対象となっているが、賠償・補償の範囲は限られ

ており、指定管理者の自主事業は対象外となっている。また、指定管理者に起因する火災等によ

る施設の損壊についても、市は、指定管理者に対して損害賠償を請求することができる。

このようなことから、指定管理者は、想定される損害賠償請求に対応できるよう任意の損害賠

償保険に加入すること。
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１１． 指定期間満了後の引継ぎに関する事項

（１） 指定期間の満了又は指定の取消により、市又は次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合は、

責任を持って円滑に引継ぎを行うこととする。

（２） 市が指定する日までに施設・設備等を現状に回復し、市又は次期指定管理者に引き渡すも

のとする。ただし、市長が認める場合は除く。

（３） 備品等については、指定を受けた日を基準日として現状に回復し、市又は次期指定管理者

に対し引き渡さなければならない。指定管理者が購入又は調達した備品等については、指

定管理者の責任と費用で撤去し、又は撤収するものとする。ただし、市と指定管理者の協

議において両者が合意した場合、市が指定するものに引き継ぐことができる。

１２． 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項

（１） 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合は、市は指定を

取り消すことができるものとする。この場合市に生じた損害は指定管理者が市に賠償するも

のとする。

（２） 不可抗力による場合

市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、事業の継続が困難になっ

た場合、市と指定管理者の間で協議を行い、その結果事業の継続が困難だと判断した場合は、

市はその指定を取り消すことができるものとする。

１３． 指定取消後の措置に関する事項

指定管理者は、指定を取り消された場合においても、次の指定管理者が決定するまでの間、

責任を持って動物の飼育を行うよう措置を講ずること。

１４． 協定に関する事項

市と指定管理者は業務を実施する上で必要となる詳細事項について協議を行い、これに基づ

き協定を締結するものとする。協定締結後、指定管理者は次の書類を提出すること。

（１） 管理責任者選任届

（２） 職員名簿（経歴、資格を含む）

（３） 職務分担表（配置計画、シフト表）

（４） 緊急時の体制マニュアル（緊急連絡体制表及び非常時出動体制表など）

（５） その他市が指示する書類

１５． その他業務を実施するにあたっての留意事項

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。

（１） 「大牟田市動物園条例」、「同施行規則」及びその他関係法令の内容を十分に理解し、法令の

規定に基づいた運営を行うこと。

（２） 指定管理業務に係る全業務を第三者へ委託することはできない。ただし、個々の具体的業務

について、あらかじめ市の承認を受けたときは、この限りでない。

（３） 本仕様書に記載した業務の委託契約を行う場合の業者の選定については、大牟田市暴力団排

除条例（平成 22年条例第 9号）の趣旨に沿って業者から誓約書等の提出を求め、暴力団と
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関係がないことを確認の上、契約を行うこと。

（４） 指定管理者が施設の管理運営に係る各種定めを作成する場合は、市と協議を行うこと。

（５） 募集要項、本仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について定め

のない事項又は疑義が生じた場合については市と協議し決定すること。

（６） 大牟田市情報公開条例（平成 15年条例第 37号）第 35条の規定により、指定管理者が管理

業務を行うに当たって作成、又は取得した文書等で、市が保有しないものについて情報公開

の請求が出されたときには、市は指定管理者に当該文書等の提出を求め、指定管理者はこれ

に応じる必要がある。

（７） 施設の管理に係る出納その他の事務は「地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第

7項」により監査の対象となる。

（８） 指定管理者は、大牟田市行政手続条例（平成 8年条例第 20号）の適用を受けるので、許可

等の審査基準・標準処理機関を定め、事務室等に備え付けるなどの方法によりこれを公にし

ておくこと。

（９） 施設の光熱水費及び受電設備、浄化槽等、施設の維持管理に関わる費用は、指定管理者が契

約した上でその費用を負担すること。

（１０） 電話料金については、指定管理者が回線を申し込み、その費用を負担すること。

（１１） その他関係法令・条例・規則を遵守し、適正な管理を行うこと。

（１２） 施設がネーミングライツを導入した場合、指定管理者は、契約により定められた呼称（以下

「愛称」という。）を積極的に使用すること。指定管理者が行う事業の広報、パンフレット、

ホームページ等の表記においては、原則として愛称を使用すること。ネーミングライツの導

入に伴い、施設のサイン（看板）、印刷物、ウェブサイト等の変更作業が生じる場合、指定

管理者は市と緊密に連携し、円滑な移行に協力すること。


